
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ７月２０日（火）高津市民館にて、第１回学校適正規模・適正配置 高津区検討委員会が開催されました。 

 
 ●以下の方々に委員をお願いしました。 

川崎市立小･中学校適正規模・適正配置 高津区検討委員会委員 
 

 委員氏名 所 属 等 

委員長 長谷川 功 高津区全町内会連合会理事 

副委員長 上形 泰俊 高津区ＰＴＡ連絡協議会会長 

森  政治 高津区青少年指導員連絡協議会長 

新井 久三 高津区地域教育会議議長 

貫  徳子 子母口小 PTA副会長 

平野 英雄 子母口小学校長 

門倉 慎児 川崎教職員組合執行副委員長 

佐野 省吾 高津区小学校長会（橘小学校） 

前原 成文 高津区中学校長会（東橘中学校） 

折原 綾子 高津区役所企画調整担当主幹 

市川 浩二 教育委員会企画課長 

柿元 文雄 教育委員会計画課長 

委員 

鈴木真優美 教育委員会指導課指導主事 
 

 

 

 
 



 

 
 検討委員会では次のことが話し合われました。 

 
●学校規模の現状と課題について 

  検討委員会の開催に至るまでの経過を含めて、川崎市立小・中学校のおける適正規模・適正配置の考え方と、適正規

模化をめざした学校の適正配置への取り組み方について、事務局から報告がありました。 

 
資料 

小学校 児童・生徒数の推移 中学校 児童・生徒数の推移 
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  小学校 規模別学校数 

平成５年度 平成 15 年度
学校規模 学級数 

学校数 割合 学校数 割合

過小規模校 １～５ 0 0.0% 0 0.0%

小規模校 ６～１１ 6 5.2% 14 12.3%

適正規模校 １２～１８ 61 53.5% 65 57.0%

適正規模校（※） １９～２４ 32 28.1% 21 18.4%

大規模校 ２５～３０ 14 12.3% 8 7.0%

過大規模校 ３１以上 1 0.9% 6 5.3%

合  計   114 100% 114 100%
 

中学校 規模別学校数 

平成５年度 平成 15 年度 
学校規模 学級数 

学校数 割合 学校数 割合

過小規模校 １～５ 0 0.0% 0 0.0%

小規模校 ６～１１ 7 13.7% 19 37.3%

適正規模校 １２～１８ 28 54.9% 22 43.1%

適正規模校（※） （１９～２４） 11 21.6% 8 15.7%

大規模校 ２５～３０ 5 9.8% 2 3.9%

過大規模校 ３１以上 0 0.0% 0 0.0%

合  計   51 100% 51 100%
 

 

 

 

 



 

●子母口小学校と隣接する学校の状況について 

  高津区において、早急に適正規模化をめざした検討を要する子母口小学校と、その隣接校の状況について、事務局か

ら報告がありました。 

 
 資料 

 子母口小学校と隣接校するの状況について 

 

  学校名 
平成１６年 

５月１日 

平成２１年度 

推計 
概要 

対

象

校 

子

母

口

小

学

校 

１，２０３人 

３３学級 

１，３１８人 

３５学級 

 昭和４０年に橘小学校から分離した。平成７年度から児童が増加し、平成１０年度から３１学級以上の

過大規模の状態が継続している。将来推計では平成 21 年度に児童数が 1,300 人を超える可能性があ

り、普通学級数も 35 学級となる見込みである。通学区域全体で住宅開発が進み、幼児人口が多いこと

等が今後も学校規模を大きくしていく要因になっている。 

 学校敷地面積が狭い中で校舎増築がなされてきたため、運動場の狭隘などの施設設備面での課題も

抱えている。 

久

末

小

学

校 

８９１人 

２４学級 

８５８人 

２４学級 

 今後、児童数が僅かに減少していくと見込まれる適正規模校であり、普通学級数は現在のまま推移す

ると見られる。学区変更が可能な地域では、通学距離が現在の学校より遠くなるため、通学区域の変更

の可能性は小さい。学校規模面では、当該校が大規模校になる恐れがあるため、通学区域の変更によ

る児童数増加は好ましくない。指定変更状況は隣接校から６７人の児童が通学してきており、内訳とし

て、南野川小学校から５１人、野川小学校から９人、子母口小学校から７人となっている。  

橘

小

学

校 

９７８人 

２７学級 

１，２３６人 

３３学級 

 児童数の増加が続いており、今後、過大規模校となる見込みのため、通学区域の変更による児童の

受け入れは困難である。指定変更状況は、野川小学校の８６人を始め、合計１１３人の児童を受け入れ

ており、主に第三京浜国道の両側地域である。一方、橘小学校からは、新城小学校への３６人を始めと

して合計５８人の児童が隣接校に通学している。仮に子母口小学校と通学区域の変更を行う場合は、

通学距離の面から子母口北部、あるいは子母口富士見台地区が対象地域になる。 

大

戸

小

学

校 

７７８人 

２０学級 

７８０人 

２３学級 

中原区所在の適正規模校であり、今後も児童数が安定して推移するとみられる。指定変更により下小田

中小学校へ３１８人、今井小学校へ１３０人、その他の学校を含めて合計４８１人が隣接校へ通学してい

る。一方他の学校からの通学者は５２人となっており、主にたんぽぽ学級の児童である。子母口小学校

との学区調整可能地域は子母口の北部になるが、この地域から大戸小学校に通学することは今よりも

通学距離が長くなる。大戸小学校の指定変更の実態を考慮しながらの検討が必要である。 

下

小

田

中

小

学

校 

９７０人 

２６学級 

１，０６４人 

３０学級 

中原区所在の大規模校であり、今後児童数は１，０００人を超え、普通学級が３０学級の規模になると予

測されている。指定変更により３５５人が隣接校の通学区域から通っており、特に大戸小学校の指定変

更可能地域から３１８人受けている影響が大きい。子母口小学校との関係では指定変更可能地域の明

津から１１人、その他地域から９人が下小田中小学校に通学している。この指定変更可能地域には、９３

人の児童がおり、変更申請している割合は１割程度である。 

現

況 

隣

接

校 

井

田

小

学

校 

７８１人 

２２学級 

７２６人 

２１学級 

 中原区所在の適正規模校であり、今後、児童数が僅かに減少していくとみられる。子母口小学校から

は指定変更で２１人が通学しており、反対に子母口小学校へ４人が通学している。 

 学校規模の面からみると明津から１００人程度の通学区域の変更は可能となるが、学校への通学距離

は現在よりも遠くなる。隣接の下小田中小学校の児童数が増加していくため、今後は中原区内の調整

の可能性も考慮する必要がある。 

 

 



 
●検討委員会では次のような議論がありました。 

 
（子母口小学校と周辺校の橘小学校、下小田中小学校が増加する原因はという質問に対し、） 

・ 高津区・中原区南部には大規模な住宅開発の計画はないが、小さめのマンションが多くあるため、幼児人口 

を多く抱えている地域である。現在の就学人口よりも多いため、今後児童数が増加していく。 

・ 現在の通学区域も問題である。中原区と高津区、高津区と宮前区の分区の際に、実情と異なった通学区域の 

線引が行なわれてきたのではないか。 

   そのため、子母口小学校だけの問題ではないが、本来の学区とは違う学校に通学しているようである。 

   これを機会に通学区域の線引も考えるべきである。 

（東京で進んでいるような自由学区の導入はという意見に対し、） 

・ 地域と学校の関わりを強めたいというのが、川崎市のスタンスであるので、自由学区というのは馴染まない 

のではないか。 

   一方で、指定変更制度の導入など、従来の学区の弾力化は進んでいる。 

（今後の議論の進め方として・・・） 

・ 地域には、それぞれの学校に対する愛着もあり、学区の線引を変えることは容易ではないが、運動会の様子 

など見ていると、子母口小学校を今のまま放置しておくのは忍びないので、地域の同意を得ながら話を進めて 

いく必要がある。 

（委員の任期が２年であるので、それまでに結論を出すのかという質問に対し、） 

・ 子母口小学校の適正規模化を図るため、少しでも早く結論を出すべきだが、それについては、検討委員会の 

進捗状況次第である。 

（中原区との関わりも出てくるのかという質問に対し、） 

・ 子母口小学校の周辺校には、通学区域の変更を行なうことにより、大規模化するおそれのある規模の大きな 

学校が多く、より広い地域での検討が必要になってくる。 

そのため、結果的に中原区や宮前区も含めた検討が必要になることも予想され、その場合には、関係者を委 
員に加えることも考えられる。 

 

 
●今後のスケジュールは・・・ 

 

 

◎第２回 高津区検討委員会 

 １２月１５日（水）午後６時３０分～ 

 高津市民館 視聴覚室 

● ご意見・ご質問をお寄せください。 

 

 
川崎市立小・中学校適正規模・適正配置検討委員会事務局 （川崎市教育委員会総務部企画課）  
〒２１０－０００４ 川崎市川崎区宮本町６番地  
ＴＥＬ 044-200-3268   ＦＡＸ 044-200-3950   ＭＡＩＬ 88kikaku@city.kawasaki.jp 
ホームページ http://www.city.kawasaki.jp/88/88kikaku/home/tekiseikibo/tekiseikibo.htm 


